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令和 5年 10 月 

神戸市福祉局高齢福祉課 

TEL078-322-5226(ダイヤルイン) 

令和５年度特定施設入居者生活介護の指定を受ける有料老人ホーム又は 

サービス付き高齢者向け住宅事業者募集要項 

特定施設入居者生活介護の指定を受ける有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住宅（以下、介護

付有料老人ホーム等といいます）を設置運営する事業者を次のとおり募集します。 

 

１ 当該募集に係る主な流れ 

 (1) 募集要項の配布 

    令和５年10月４日（水）から 

 (2) 応募書類提出期間 

    令和５年11月20日（月）から令和５年12月18日（月） 

 (3) 事業内容ヒアリング（予定） 

    令和６年１月頃 

 (4) 選考結果通知（予定） 

    令和６年３月末 

 

 

２ 応募資格 

応募書類の提出締切日において、次のいずれにも該当すること。また、選考中においても重大な法令

等の違反が発覚した際には、選考の対象としない場合があります。 

 (1) 次のいずれかに該当する法人であること。 

   ① 神戸市内に本社・支社・営業所・事業所を有している。 

     ② 高齢者医療、看護、介護に関する事業の経験を有している。 

  (2) 介護付有料老人ホーム等の経営について知識を有すると共に、高齢者の介護について豊富な知識・ 

      経験を有する役員を有すること。 

 (3) 過去５年の間に役員の中に破産手続開始決定を受けて復権を得ないもの、又は禁固以上の刑に処

された者がいないこと。 

 (4) 直近１年間の所得税又は法人税、消費税及び地方消費税、県税、市町村税等の滞納がないこと。 

 (5) 会社更生法または民事再生法等による手続きをしている法人でないこと。 

 (6) 介護保険法上の勧告を受け、さらに当該勧告に係る事業者が取るべき措置について命令を受けて

いる場合、所管庁への当該命令に対する改善報告が完了していること。 

 (7) 介護保険法の指定の効力の一部もしくは全部停止の処分を受けた場合、処分期間を経過し、終了し

ていること。 

 (8) 過去５年の間に、神戸市内外を問わず介護保険施設等（後記枠内）の整備・運営について重大な法

令等の違反がないこと、介護保険施設等の整備事業者の選考取消等を受けたことがないこと、又は

法人及び事業の運営において重大な法令等の違反がないこと。 

 (9) 過去２年の間に、神戸市の介護保険施設等の整備事業者募集の選考後に辞退をしたことがないこ

と。 
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(10) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号及び第６号の規定による暴力団及

び暴力団員が経営する企業もしくは実質的に経営を支配する企業又はこれに準ずる者でないこと。  

 

 

 

 

 

３ 募集内容《募集数：（１）（２）をあわせて 100 床程度》 

 (1) 新設 

規模要件 

1 施設の総定員は 100 人以下とすること。 

 (2) 増床・転換等  

区 分 規模要件 

・延床面積の変更

を伴う増築、建替

え等の増床 

・既設のサービス

付き高齢者向け

住宅又は住宅型

有料老人ホーム

からの転換 

次のいずれにも該当すること。 

① ① 増床又は転換後の１施設の総定員は 100 人以下であること。 

② 現入居者にとって不利な条件とならないこと。（例：入居費用の増加、居 

  室面積や食堂、機能訓練室等の共用部分の縮小等） 

③ 施設全体が「（一般型）特定施設入居者生活介護」の指定を受けることが 

  できる設備・構造を有すること。 

④ 居室の変更を伴う場合、当該入居者から確実に同意を取れること。 

⑥ ⑤  介護サービス情報が公開されている、第三者評価を受けている等により、 

       施設の運営状況が概ね良好である事が確認できること。 

⑥ サービス付き高齢者向け住宅または住宅型有料老人ホームの一部分のみ

について特定施設入居者生活介護の指定を受けるものではないこと。 

延床面積の変更

を伴わない居室

への改修（増床） 

次のいずれにも該当すること。 

① 居室への転換後も、従前の機能が確保されていること。 

② 介護サービス情報が公開されている、第三者評価を受けている等により、

施設の運営状況が概ね良好である事が確認できること。 

③ 現入居者にとって不利な条件とならないこと。（例：入居費用の増加、居

室面積や食堂、機能訓練室等の共用部分の縮小等） 

④ 入居率が 90％以上であり(令和３年～令和５年の定期報告時点での平均)

かつ直近において満床に近い状況であること。 

※ 居室は、個室（夫婦部屋を含む）とすること。 

 

４ 選考の流れ 

 (1) 募集要項の配布 

   令和５年 10月 4日（水）から 

 (2) 応募書類提出期間 

   令和５年 11月 20日（月）から令和５年 12月 18日（月） 

   受付時間は、期間中の午前９時～正午、午後１時～午後５時まで（閉庁日除く）とします。 

   提出日・時間を必ず電話で予約のうえ、事業内容を説明できる方が持参してください。 

   提出期間を過ぎた場合は、受付できませんのでご注意ください。なお、選考基準及び評価に関する 

    ご質問にはお答えしません。 

介護保険施設等； 

特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、介護型ケアハウス、介護付有料老人ホーム、認知症高齢者

グループホーム、小規模多機能型居宅介護事業所、看護小規模多機能型居宅介護事業所、定期巡回・

随時対応型訪問介護看護事業所 
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 (3) 事業内容ヒアリング 

    応募書類提出後、その内容について必要に応じて後日ヒアリングを行う予定です（実施する場合は

日程を改めてご連絡いたします）。 

応募事業者の職員等であって事業内容を説明できる方がお越しください。 

 (4) 審査期間・選考結果通知 

提出された応募書類を審査し、学識経験者等の意見を聴いたうえで、令和６年３月末に選考結果を

通知する予定にしています。ただし、時期が遅れる場合がありますので、予めご了承ください。 

選考された事業者は指定候補事業者となり、法人名、整備予定地、連絡先等を神戸市ホームページ

に公表します。 

 (5) 指定の前々月に、神戸市福祉局監査指導部に指定申請を行う必要があります。申請にあたっては必

ず事前に相談してください。申請の際に、指定基準を満たしていない場合は、当該選考結果に関わ

らず事業所として指定が行えませんのでご留意ください。 

     ※ 選考の結果「該当なし」とする場合があります。また、選考期間中に「２ 応募資格」の各要件

を満たさなくなった場合は選考の対象となりません。 

    ※  選考理由・結果に対する問い合わせ、異議等については応じません。 

    ※  選考にあたり、主な選考評価項目は「12 評価の着眼点」のとおりです。 

    ※ 法令等に違反する事項が含まれる計画であること、応募内容に虚偽が含まれることが判明すれ

ば、当該事業者を失格とする場合があります。 

 

５ 整備予定地について 

  (1) 整備予定地は、同種施設の偏在を防ぐ観点（地域密着型サービス及び居宅サービス事業所の地域

偏在を防ぐ観点、介護人材の確保の観点等）から、同種施設と一定距離を確保した立地が望まし

いと考えます。 

  (2) 応募の段階では、整備予定地について購入等により、あらかじめ確保しておく必要はありません

が、用地確保が確実に見込めることが必要です（売買確約書等により、整備予定地が確保されて

いるかどうかを確認します。） 

  (3) 整備予定地を借地又は地上権の設定により確保する場合は、借地権又は地上権を設定することが

必要ですが、応募の段階では地主の同意書等を添付してください。 

  (4) 整備予定地は、確実に施設整備が可能であることが必要です。市街化調整区域等、土地利用や建

築行為に規制がかかる地区における計画については、事前に所管課と調整を行ったうえで応募し

てください。 

  (5) 応募事業者自らが土地・建物を所有することが望ましいですが、土地・建物のいずれか、又は両

方を他者から賃借等して設置運営する場合にあっては、当該物件を長期・安定的に使用できるよ

うな借地・借家契約内容であることが必要です。 

   (6) 介護付有料老人ホーム等を整備する場合は、整備予定地（又は建物）に事業を制限するおそれの

ある権利が設定されていないことが必要です（当該事業以外の目的による抵当権等の設定など）。

設定されている場合、抹消することが覚書、確約書、予約契約書等で確認できるようにしてくだ

さい。 

 (7) 整備予定地は、土砂災害特別警戒区域に指定されていないこと。また、洪水浸水想定区域や土砂

災害警戒区域に隣接している場合、または整備予定地がこれら区域に含まれている場合は、災害

を想定した設計内容、避難計画の作成等の災害対応を計画に含めたうえで応募してください。 

６ 医療関係団体、地域住民等への情報提供について 

(1) 医療関係団体に対して情報提供や協議を行う際には、計画案を十分に検討したうえで行うように
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してください。 

(2) 応募事業者は、整備等を行おうとする行政区の区医師会、区歯科医師会といった医療関係団体及び

協力（予定）医療機関、協力（予定）歯科医療機関と、運営協力について協議を行うように努め、

協議を行った際には別紙 13 に記録し提出してください。 

 (3) 応募事業者は、整備を行おうとする地域の住民等へ、応募計画について情報提供のうえ応募してく

ださい。 

   ① 情報提供すべき対象・範囲については、地域の状況を考慮し応募事業者において検討してくだ

さい。 

   ② 情報提供した範囲、方法、使用した資料、地域からの意見について別紙 13 に記録し、提出し

てください。 

   ※ 「情報提供」とは、計画案について応募前に伝達することであり、合意を得ることまで求める

ものではありません。ただし、地域の意見については十分に斟酌したうえで、応募意志を決定

し、計画案を練るように努めてください。 

   ※ 指定候補事業者となった後は、事業者の責任において、地域の住民等へ計画案について十分

に説明する機会を設けるとともに、意見や要望等に対しても、事業者の責任において誠意を

もって対応するようにしてください。 

③ 指定候補事業者となった後は、工事現場の仮囲いに「ここにどのような施設ができるのか」

「周辺がどのように変わるのか」等の情報を容易に理解できるよう、工事仮囲いを活用し地

域の住民等へ情報提供を行うよう努めてください。デザイン性や情報発信について考慮し、

イメージ図及びコンセプトに係る工事仮囲い活用案（任意様式）を作成し提出してくださ

い。 

 

７ 財源の確保等について 

  (1) 施設整備等の事業計画に関して必要な財源を確保してください。 

 ①施設整備に係る自己資金は、施設整備費の２割以上を有することが望ましい。 

※施設整備費：用地取得費、設計監理費、建設費及び初度設備費 

 ②開設当初の運営資金に係る自己資金は、施設開設までに要する事務費や人件費のほか、施設の年間

事業費の１２分の２以上を有することが望ましい。 

※自己資金には、借入金によって調達される資金は含みません。 

  (2) 施設の安定した運営が見込まれることが必要です。施設の収支見込、建設時借入金の償還財源など

を適切に見込んでください。 

  (3)  建築費や借入金の利率（変動金利など）の上昇にも対応できる資金計画としてください。 

  (4) 入居者が負担する家賃等の考え方について、算定の根拠を示してください。なお、家賃等は市内の

近傍同種施設と比較し、適切な設定とするなど、入居者の負担に配慮し設定してください。 

  (5) 今回募集する施設については、施設整備に対する補助金、金融機関等の借入金に対する補助金等は

予定しておりませんので、あらかじめご了承ください。 
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８ 応募書類として提出する書類等について 

 (1) 令和５年度特定施設入居者生活介護の指定を受ける有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け 

住宅の整備を行う事業者募集への応募について 

 (2) 添付書類 

  ※ 提出書類は CD-R 等の電子媒体によるデータの提出と、正本、副本の合計２部をご提出ください。 

  ※ 添付書類チェックリストの「資料作成上の注意（10ページ）」をご参照ください。 

  ※ データの提出の内容と、正本資料の内容に相違がある場合は、正本資料の内容を優先させていただ

きます。 

  ※ 提出締切日の午後５時以降は、本市が必要に応じて提出を求める書類以外の書類の提出は認めま

せん。ただし、提出締切日以降に各種法令及び条例等の改正などによって事業計画を変更する必

要がある場合は、速やかに高齢福祉課へお知らせください。 

 ※ 応募書類に不備等がある場合、関連する項目について評価が低くなる、もしくは評価ができないこ

とがあります。 

※ 応募書類の様式は、「神戸ケアネット」の「臨時のお知らせ」からダウンロードできます。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a46210/kenko/fukushi/carenet/index.html 

  ※ 提出された資料、データは返却しません。また、資料等の作成に伴う費用、応募に関する費用は

全額応募事業者負担になります。 

  ※ 提出された資料、データについては、仮決定又は指定候補事業者となった時点で神戸市情報公開条

例第 10 条の規定に基づく情報公開の対象となります。 

 

９ 留意事項 

 (1)「老人福祉法」、「介護保険法」、「社会福祉法」、「高齢者の居住の安定確保に関する法律」、「都市計画

法」、「建築基準法」、「消防法」、「土壌汚染対策法」等の法令、人員、設備及び運営等に関する基準

等（※）、「神戸市有料老人ホーム設置運営指導指針・神戸市有料老人ホーム設置指導要綱」及び「神

戸市地域密着型サービスの人員、設備及び運営に関する指導指針」を遵守した計画としてください。 

  ※ 人員、設備及び運営等に関する基準等については、国の定める厚生労働省令のほか、神戸市の条

例があります。以下のホームページで確認いただけます。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a20315/business/annaitsuchi/kaigoservice/kiteiyoushiki/kiju

njorei/index.html 

  (2)「神戸市高齢者保健福祉計画」や「神戸市介護保険事業計画」、「神戸市地域防災計画」等の関連する

市の計画についても配慮し、その趣旨について事業計画に反映してください。 

 (3)選考にあたっては、新型コロナウイルス等感染対策及び人材確保の取り組みを重視します。 

 (4)整備事業の実施にあたり法令等に違反した場合、本市の指示・指導に従わない場合には、指定候補事

業者の決定を取り消すことがあります。 

 (5)選考後、応募書類の内容に虚偽があることが判明した場合、又は本市に書面の提出を行うことなく併

設事業の変更・廃止を行った場合は、指定候補事業者の決定を取り消すことがあります。 

(6)正当な理由により、選考後に計画を変更する必要が生じた場合には、事前に本市に書面にて変更内容

や理由を提出のうえ、本市の判断・指示に従ってください。書面の提出を行うことなく計画を変更し

た場合は、指定候補事業者の決定を取り消すことがあります。なお、原則として利用者負担増にかか

る変更は認めません。 

 (7)正当な理由なく、選考後１年以内に工事着工できない場合、または選考後３か年度内に整備できな

い場合は指定候補事業者の決定を取り消すことがあります。 

 (8)応募にあたっては計画について十分精査し、法人内ならびに地主等関係者間等で計画遂行に向けた

https://www.city.kobe.lg.jp/a46210/kenko/fukushi/carenet/index.html
https://www.city.kobe.lg.jp/a20315/business/annaitsuchi/kaigoservice/kiteiyoushiki/kijunjorei/index.html
https://www.city.kobe.lg.jp/a20315/business/annaitsuchi/kaigoservice/kiteiyoushiki/kijunjorei/index.html
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意思統一を図る等、確実に計画を実現できる見込みを持って応募することとし、選考後に辞退するこ

とのないようにしてください。万が一、選考後に辞退をした場合、辞退した日から２年間応募資格が

停止となり、その後３年間応募時の評価が低くなりますのでご留意ください。 

(9)選考期間中に直接間接を問わず、応募事業者が市職員等に対し「神戸市市政の透明化の推進及び公正

な職務執行の確保に関する条例」第２条第６号に該当する不当要求行為（不当要求行為の疑いがある

場合を含む）があった場合は、応募資格を喪失したものとします。 

 (10)選考後、事業の進捗状況について書面もしくはデータにより月次報告してください。 

(11)新型コロナウイルス等の感染症対策については、国からの通知を随時市ホームページに掲載してい

ます。必ず確認し必要に応じて適切に対応してください。 

 

１０ その他（参考資料など） 

日常生活圏域ごとの施設整備状況等については、以下のホームページの「日常生活圏域別 事業所一

覧」を参考にしてください。 

https://www.city.kobe.lg.jp/a39067/kenko/fukushi/carenet/shisetsu/index.html 

 

１１ 介護付有料老人ホーム等についての詳細要件 

以下の法令等やその他関係法令・通知を遵守してください。 

 神戸市有料老人ホーム設置運営指導指針・神戸市有料老人ホーム設置指導要綱 

 指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準 

 神戸市指定居宅サービス事業者の指定の基準並びに指定居宅サービスの事業の人員，設備及び運

営に関する基準を定める条例 

神戸市ホームページ「神戸市の規定・様式類」において公開しておりますので、併せてご確認ください。

https://www.city.kobe.lg.jp/a46210/business/annaitsuchi/kaigoservice/kiteiyoushiki/index.html 

なお、サービス付き高齢者向け住宅の場合は、高齢者の居住の安定確保に関する法律、その他関係法令

も遵守してください。 

 

１２ 評価の着眼点 

 本要項末尾（12 ページ～）の「別添２ 介護付有料老人ホーム等の評価の着眼点」に掲載していま

す。 

 

１３ 応募書類提出場所（問い合わせ先） 

 神戸市中央区加納町６丁目５番１号 

 神戸市役所１号館４階 

神戸市福祉局高齢福祉課施設整備担当 

 （連絡先）TEL:078‐322‐5226  E-mail: kourei_shisetsuseibi@office.city.kobe.lg.jp 

  

https://www.city.kobe.lg.jp/a39067/kenko/fukushi/carenet/shisetsu/index.html
https://www.city.kobe.lg.jp/a46210/business/annaitsuchi/kaigoservice/kiteiyoushiki/index.html
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別添１ 

添付書類チェックリスト 

番 

号 
添   付   書   類 

チェック 

欄 
備     考 

令和５年度特定施設入居者生活介護の指定を受け

る有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向け住

宅の整備を行う事業者募集への応募について 
□  

Ａ．事業計画書他     

1 施設整備 趣意書 □ 

別紙１ 

※他の様式（Excel）とは別に Word ファイル

にて配布していますので、提出漏れにご注意

ください。 

2 介護付有料老人ホーム等事業計画書 □ 別紙２－１ 

3 自然災害発生時の業務継続計画書（BCP) □ 別紙２－２ 

4 
新型コロナウイルス感染症発生時の業務継

続計画書（BCP) 
□ 別紙２－３ 

5 その他運営計画書 □ 別紙２－４ 

6 人員計画書 □ 別紙３－１ 

7 
直接処遇職員配置及び入居者受入計画書・

従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表 
□ 別紙３－２、３－３ 

8 研修計画書 □ 別紙３－４ 

9 施設整備等資金計画書 □ 別紙４ 

10 事業収支計画書 □ 別紙５ 

11 
入居前払い金、利用料等の金額及び算定根

拠について 
□ 

別紙６（体験入居を行う場合は、その積算根

拠についても任意様式で提出が必要） 

12 重要事項説明書及び介護サービス一覧表 □ 
神戸市有料老人ホーム設置運営指導指針に定

める様式に準拠したもの。 

 
 

  

Ｂ．法人に関する書類     

13 法人調書 □ 別紙７ 

14 法人の事業実施状況等一覧表 □ 別紙８ 

15 法人代表者 (予定者)の経歴書 □ 別紙９ 

16 管理者予定者の経歴書 □ 別紙９  

17 生活相談員予定者の経歴書 □ 別紙９ 

18 法人登記簿（写） □ 原本でなくて写しで可。 
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19 法人の定款 □  

20 法人の過去３年間の財務諸表 □ 

貸借対照表、損益計算書、資金収支計算書、

申請日までの月次試算表（直近１年度分）、

今後 3年間の中期経営計画及び資金繰り表

（コロナの影響を受け一時的に売上高の減少

が見られると法人自身が判断する場合のみ提

出）等 

21 決算数値等入力シート（過去 3年分） □ 

別紙 10－１（社会福祉法人用） 

別紙 10－２（社会福祉法人以外の法人用） 

※いずれかを提出 

22 法人の事業報告書（直近年度分） □   

23 法人の事業計画書（今年度分） □   

24 過去３年間の監査指導の指摘事項  □  

25  ↑ 上記指摘事項に係る改善状況  □  

    

Ｃ．施設建設に関すること     

26 位置図 □   

27 施設配置図 □   

28 

各階平面図 □ 

基準で定めのある面積、幅等について明記するこ

と。文字や数字が明確に確認できる縮尺とする

こと。 

 

施設全体の計画コンセプト □  

日常の利便性、快適性、避難計画、

感染症対策、食事・汚物動線等 
□  

29 共同生活室の家具等配置後のレイアウト図 □ 
ユニットケアを実施する場合※ユニットの構造が

異なる場合は全てのユニット分提出のこと。 

30 立面図（①パース、②工事仮囲い活用案） □ 

基準で定めのある面積、幅等について明記するこ

と。文字や数字が明確に確認できる縮尺とするこ

と。既存建物を活用する増床（転換）計画の場

合、「現状の平面図（全フロア分）」と「増床

（転換）後の平面図（全フロア分）」が必要。 

31 部屋別面積表 □ 

全部屋について作成すること。内容面積で記載す

ること。全部屋というのは居室のみではなく、ト

イレ・浴室・事務室など、建物内部で壁や扉で区

画された空間全てを指す。 

    

Ｄ．建設用地に関すること     
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32 土地登記簿謄本（写） □ 原本でなくて写しで可。 

33 土地調書 □ 別紙 11 

34 地積測量図 □   

35 用地の現況写真、写真方向図 □   

36 用途地域を示した図 □ ゆーまっぷ 

37 計画地周辺のハザードマップの写し □  

38 建設用地売買（賃貸借）覚書等（写） □ 原本でなくて写しで可。 

39  ↑ 土地所有者の印鑑証明書（写） □ 原本でなくて写しで可。 

    

Ｅ．当初資金について     

40 法人出資者の状況表 □  

41 法人自己資金預金残高証明書（写） □ 原本でなくて写しで可。 

  
  

 
    

Ｆ．借入金について     

42 借入金償還計画書 □ 別紙 12－１、別紙 12－２ 

        

Ｇ．その他 
    

43 

議事録（医師会関係、地元関係、金融機関

（融資を受ける場合）、関係所管課等との

協議内容） 

□ 別紙 13 

44 
協力医療機関・協力歯科医療機関の確保が

見込まれることが分かる書類 
□  

45 計画地周辺の状況について □  

46 事業スケジュール表 □  

47 増床・転換等についての説明状況等報告書 □ 

「３ 募集内容（２）増床・転換等」に該当す

る場合についてのみ必要。 

別紙 14 

48 建築検査済証（写） □ 

既存建築物を活用する場合は提出が必要（応

募書類提出時点で建築工事中の場合は建築確

認済証（写）を提出） 

49 ＣＤ－Ｒ等の提出資料データ □   

50 添付書類チェックリスト □  
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※資料作成上の注意  

(１) データの提出方法  

① 提出資料のデータのファイル形式は、Word、Excel、PDF のいずれかの形式で、CD-R 等の電子媒体

に書き込んだものを提出すること（USB メモリ等返却が必要なものは不可）。ただし、A-1（別紙

１）については Word 形式で、B-21（別紙 10-1 または別紙 10-2）については Excel 形式で提出す

ること。 

② 別紙１～14 以外の資料の各ファイル名は、チェックリストの番号、添付書類名を記載すること。 

（例 A-11 入居前払い金、利用料等の金額及び算定根拠について.pdf）  

(２) 正本の提出方法 

① (1)のデータをＡ４サイズで印刷し、フラットファイルに綴じて正本１部提出すること。  

② 「令和５年度特定施設入居者生活介護の指定を受ける有料老人ホーム又はサービス付き高齢者向

け住宅の整備を行う事業者募集への応募について」には、押印が必要です。 

Ａ４サイズより大きい資料は、製本しやすいように折り畳んで提出すること。 

Ａ４サイズより小さい資料は、Ａ４の台紙に添付して提出すること。 

番号順にインデックスを付すこと（書類不要の場合も白紙にインデックスを付すこと）。 

(３) 複数種別の施設にまたがった事業計画を応募する場合は、個別の事業について算定根拠や収支計画

等を積み上げ、№2～11、16、17 について個々の事業種別ごとの資料及び事業計画全体に係る資料

をそれぞれ作成すること。 

収支の内容等で按分の必要があるものについては、按分の根拠を明確にし、資料として添付するこ

と。 

また、「Ｃ.施設建設に関すること」について事業種別ごとの区分を明示すること。 

(４) 詳細要件や応募内容を補完するための追加資料は最小限の範囲で添付して構いません。 

ただし、この場合には、追加資料リストを添付するとともに提出時に内容を説明すること。 

(５) No.41 残高証明書の証明日は提出期間内の日付とし、複数の場合は、証明日を統一すること。 

(６) №9 については、併設事業を含む全体の施設整備等資金計画書に加え、事業種別ごとの施設整備

等資金計画書を提出すること。 

(７) №10については、併設事業を含む全体の事業収支計画書に加え、事業種別ごとの事業収支計画書

を提出すること。 

収入・支出の各項目の積算内容が確認できる資料を添付すること。 

職員配置予定及び給与額についても提出すること。 

(８) №11については、居室と共同生活室にかかる建設費用や光熱水費、器具備品費、修繕費用等が対

象となるが、算定根拠を明確に示すこと。また、前払い金については、想定居住期間等をはじめ

算定根拠を明示するとともに、予定している保全措置についても記入すること。 

(９) №14については、高齢者事業のほか、介護保険事業、社会福祉事業について記入すること。 

(１０) №26について、最寄駅・バス停からの主要経路を明記するとともに、医療機関、都市公園、公共

施設その他の利便施設の位置、名称を付記すること。 

(１１) №27については敷地の接道状況（公私道の別、道路幅員、接道辺長）を付記すること。 

(１２) №28については各階平面図について浴槽やベッド、洗面台等のレイアウトを明示すること。 

(１３) №28については、各階平面図の他、①施設全体の計画コンセプトについて（任意様式）及び②日

常の利便性、快適性、避難計画等についてどのように配慮しているか（任意様式）を別紙にて提

出すること。 

(１４) №28については、指針で示している施設、設備の項目についての整備予定を記載した一覧を添付

すること。 
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(１５) №28については介護居室、一般居室の区分けを明確にすること。 

(１６) №28については、併設する事業が有る場合、本体事業と併設事業のそれぞれの区画を色分けする

など等、わかりやすく明記すること。 

(１７) №28について、増床等の場合は、変更する居室等について朱線で明記すること。 

(１８) №29については、全員が一同に会して食事ができると共に、二方向に車椅子が通行できるスペー

スを確保したものとすること（辺長等、寸法記入）。 

(１９) NO.30 については、立面図の他、①パース、及び②工事仮囲い活用案（イメージ図及びコンセプ

ト）を別紙（任意様式）にて提出すること。 

    ※工事仮囲い活用について 

     本市の各種施設整備にあたっては、工事現場の仮囲いに「ここにどのような施設ができるのか」 

「周辺がどのように変わるのか」等を容易に理解できる情報の提示を行うことを推奨している。

事業者募集における介護保険施設等の整備においても協力をお願いします。 

(２０) №36については、建設予定地の都市計画・地区計画・建築協定・地元まちづくりの状況等がある

場合、その状況が分かる書類を提出すること。 

(２１) №37については、土砂災害・河川氾濫・津波等の各種災害危険箇所の種類に応じ、複数枚となっ

ても差し支えないので、漏れがないようにすること。 

(２２) №45については、工事施行にあたっての道路状況や通行（人）状況、地元の同意見込みや、圏域

内の高齢者数、地域活動の状況や課題等について作成すること。 

(２３) №47については、入居者及び入居者家族等への増床等計画の説明について、説明の相手方、説明

状況（日時、場所、説明要旨、入居者等の意見等）がわかる資料を作成し添付すること。 

(２４) №47については、増床等計画における工事期間中の既存入居者の居室やサービスの確保について

資料を作成し、添付すること。 

(２５) その他、本市が必要とする書類を求めることがあります。 
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別添２ 介護付有料老人ホーム等の評価の着眼点 

評価項目 評価の着眼点 配点 

Ⅰ 

運

営

計

画 

１．運営理念 

 事業についての趣意・方針及び予定地選定の理由が明確であり具体的であ

る。 

 地域の課題について研究、認識しており、施設が果たす役割について具体

的かつ適切に想定している。 

 感染症にかかる予防策及び発生時の対策について具体的かつ適切である。 

 災害時の業務継続計画(BCP)について具体的かつ適切である。 

20 
２．人員体制 

 事業開設前後に必要な研修(虐待の防止に係る研修を含む)の内容・時期が

具体的に計画されている。 

 個々の職員の研修効果を測定し、業務に反映できる仕組みを持っている。 

 業務改善活動等について効果測定し評価し、改善につなげる仕組みを持っ

ている。 

 人材確保・定着支援に向けた具体的な計画を持っている。 

 介護ロボットや ICT の活用等による職員への負担軽減のための仕組みを持

っている。 

 入居者の重度化、看取りに対する具体的な計画を持っている。 

 入居者受け入れ計画が適切である。 

３．医療機関

との連携 

 協力医療機関について計画地の行政区の医師会及び協力医療機関となる

医療機関と、適切に協議を行っている。 

 協力歯科医療機関について計画地の行政区の歯科医師会及び協力歯科医

療機関となる歯科医療機関と、適切に協議を行っている。 

Ⅱ 

運

営

実

績 

１．法人の 

運営実績 

 設置主体である法人の所在地が神戸市もしくは兵庫県にある。 

 同種の事業所を運営する実績がある。 

 過去の監査等において重大な問題がない。 

 既存の同種事業について第三者評価を受けている。または、公益社団法人

全国有料老人ホーム協会もしくは一般社団法人全国介護付きホーム協会の

会員である。 

15 

２．管理者の 

事業経験 

 管理者予定者に同種施設での勤務経験がある。 

 管理者予定者に同種施設での施設長経験がある。 

 管理者予定者は社会福祉法第１９条第１項各号のいずれかに該当するもの、

介護支援専門員または介護福祉士である。 

３．生活相談

員の事業経

験 

 生活相談員予定者に同種施設での勤務経験がある。 

 生活相談員予定者に同種施設での生活相談員経験がある。 

 生活相談員予定者が生活相談員の資格要件を満たしている。 

Ⅲ 

施

設

立

地 

１．地域との 

関係 
 近隣住民及び自治会等へ適切に情報提供を行っている。 

15 

２．計画地 

 計画地において高い整備効果を見込める。 

 計画地は同種事業所が未整備の日常生活圏域である。 

 同種施設の偏在を防ぐ観点から、同種施設と一定距離を確保している。 

 土砂災害警戒区域に指定されていない。 
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３．土地・建物 

所有形態 
 土地・建物について確実に使用できる見込みがあり、書面により確認できる。 

４．交通 

利便性 
 駅又はバス停が一定距離内にあり、利便性が確保されている。 

Ⅳ 

資

金

計

画 

１．資金計画 

 法人の財務状況が適切である。 

 収入、支出が適切に計上されており、収支計画が適切に策定されている。 

 施設整備に係る自己資金について、施設整備費の２割以上を有している。 

 開設当初の運営資金に係る自己資金について、施設開設までに要する事務

費や人件費のほか、施設の年間事業費の 12分の２以上を有している。 
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２．利用者負

担 

 家賃相当額、前払い金、食費、管理費、手厚い介護費の合計金額が一定の

水準以下である。 

Ⅴ 

施

設

計

画 

１．建築計画 

 施設全体の設計コンセプトが明瞭かつ望ましいものであり、建物プランに反

映されている。 

 高齢者の早めの住み替え先としても対応可能な施設として、住環境に配慮が

されている（自立の方でも入居しやすいよう一般居室を設ける等）。 

 居室、共同生活室、廊下等の形状・広さ・配置が適切であり、入居者の居住

環境に配慮されている。 

 地域交流スペースを適切に確保している。（災害時の福祉避難所として指定を受

ける場合について要援護者の受入れ可能な広さ及び必要な資材の保管場

所が確保されている） 

 入居者が利用できる屋外空間を適切に確保している。 

 居室の間口にゆとりがある。 

 汚物処理の動線、食事提供の動線が区分されている。 

また、施設全体として動線が機能的であり、職員の働きやすさに配慮がある。 

 介護に配慮した浴室、浴槽等を適切に配置している。 

 施設行事の備品や介護用品等を収納できる倉庫を適切に確保している。 

 介護職員の事務スペース、休憩スペースが適切に確保されている。 

 無理のない整備スケジュールになっている。 

 駐車スペース、送迎用の一時駐車スペースが適切に確保されている。 
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２．安全対策 

 感染症発生の防止、蔓延の防止について設計上の配慮があり適切である。

（施設出入口及びユニット出入口への手洗い器の設置・備蓄資材用の倉庫・

三密を避ける十分なスペースの食堂等の確保・２方向から出入りできる家族

面会室の設置など）  

 緊急時の 2方向避難・非常用自家発電設備等をはじめ、災害時の要援護者

対応や防犯対策等について配慮されている。 

３．設備基準 
 設備基準を満たしている。（満たしていない場合は内容により減点又は選考

外とすることがある）。 

４．既存建物

老朽化対処

等 

 既存建物を使用する場合、建物の老朽化に対処するための方策があり、適

切である。 

 既存施設からの転換の場合、用途変更に伴う改修工事等について関係機関

と協議し計画に反映されている。 

合              計 100 

※ 上記の項目以外にも、特に考慮すべきと判断された事柄について評価を行うことがあります。 
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※ 特定の項目について、極めて不備な点がある場合には評価の対象としない又はマイナス評価とする

場合があります。 
※ 医療関係団体及び地域の住民等への情報提供・打合せ記録の提出がない場合、並びに添付書類 A-2

「事業計画書」における関係機関との調整・協議の記録の添付がない場合は、評価の対象としない又は

マイナス評価とする場合があります。 
※ 著しく点数が低い項目があれば、指定候補事業者として選考されない場合があります。 


